
令和４年就業構造基本調査の
調査事項の検討（案）
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総務省統計局労働力人口統計室
令和２年９月７日

資料１



報告者の負担軽減１．統計委員会から示された課題
（P３）

２．ユーザーからの要望
（P９）

３．行政機関、地方公共団体からの要望
（P１1）

４．事務局の考える調査事項の拡充等
（P15)

調査事項の検討に係る基本的な考え方

ニーズへの対応

調査票スペースの制約

スクラップ＆ビルドを基本として、
調査事項の見直しを行う
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統計委員会からの答申及び公的統計基本計画で示された課題

３ 今後の課題
（１） 就業構造の実態を把握する上で育児・介護の重要性が高まっており、今回の平成29年調査でも、関連する調査事項につき
見直しを行った。次回調査（平成34年調査）へ向けても引き続き、就業に与える育児・介護の影響につき、より的確に把握する
ための検討を行うこと。

（２）今回の平成29年調査においては、オンライン調査の対象を調査対象とする全世帯に拡大するとともに、パソコンだけでな
くスマートフォンやタブレット端末からの回答にも対応するオンライン調査システムを構築する計画としている。次回調査に向け
て、報告者の利便性の向上を図り、オンライン調査の更なる利用を促進する観点から、今回調査の結果につき、検証を行う必
要がある。

前回調査時の答申で示された課題

＜別表＞
◎就業構造基本調査について、平成29年（2017年）調査の検証結果も踏まえ、就業に与える育児・介護の影響をより的確に把
握するための調査事項の在り方を検討する。

◎就業構造基本調査について、平成29年（2017年）調査におけるオンライン調査拡大による効果等を検証した上で、更なるオ
ンライン調査の促進に向けて検討する。

第Ⅲ期公的統計基本計画で示された課題
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前回調査における育児・介護に係る調査事項

調査票

4

記入のしかた



前回調査における育児・介護に係る調査事項を活用した統計表

＜育児に関する事項＞
全国結果：２5表、都道府県結果：８表、主要地域結果：８表

＜介護に関する事項＞
全国結果：１６表、都道府県結果：７表、主要地域結果：８表

統計表数

＜全員＞
男女、年齢、教育、就業状態・仕事の主従
＜有業者＞
従業上の地位・雇用形態、産業、職業、従業者規模、年間就業日数・就業の規則性、
週間就業時間、継続就業期間、就業希望意識、転職希望理由、希望する仕事の形態、就業時間希望
＜無業者＞
就業希望の有無・求職活動の有無、希望する仕事の種類、希望する仕事の形態、就業希望時期、求職期間
＜世帯＞
世帯の家族類型、世帯所得、子供の数、末子の年齢

集計事項（クロスに用いている事項）
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「その他」の割合は、「介護休暇制度の利用あり」の次に高いこ
とから、「その他」から独立させる制度はないか？

前回調査における制度の種類別におけるその他の回答状況

雇用者 割合
1_育児休業等制度の利用あり 1,390,700 100.0%

11_育児休業制度の利用あり 869,000 62.5%
12_短時間勤務制度の利用あり 395,200 28.4%
13_子の看護休暇制度の利用あり 328,400 23.6%
14_残業の免除・制限の利用あり 113,900 8.2%
15_その他の制度の利用あり 84,700 6.1%

育児休業等制度の種類別育児をしている雇用者

※単位：人
出典：平成29年就業構造基本調査（総務省）
注）種類は複数回答
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雇用者 割合
1_介護休業等制度の利用あり 258,100 100.0%

11_介護休業制度の利用あり 34,500 13.4%
12_短時間勤務制度の利用あり 61,900 24.0%
13_介護休暇制度の利用あり 81,600 31.6%
14_残業の免除・制限の利用あり 25,700 10.0%
15_その他の制度の利用あり 79,300 30.7%

介護休業等制度の種類別介護をしている雇用者



直近の育児介護休業法の改正概要

【主な改正内容】
＜育児＞
○ 「子の看護休暇」の取得単位の柔軟化

○ 有期契約労働者の育児休業の取得要件の緩和

○ 育児休業等の対象となる子の範囲の拡大

＜介護＞
○ 「介護休業」の分割取得

○ 「介護休暇」の取得単位の柔軟化

○ 介護のための所定労働時間の短縮措置等の
適用期間の見直し

○ 介護のための所定外労働の免除（新設）

○ 有期契約労働者の介護休業の取得要件の緩和

平成28年改正法
（平成29年１月１日施行）

【主な改正内容】
＜育児＞
○ 育児休業期間の延長

○ 育児目的休暇の新設

平成2９年改正法
（平成29年１０月１日施行）

【主な改正内容】
○ 「子の看護休暇」及び「介護休
暇」が時間単位で取得可能

施行規則及び指針の改正
（令和元年12月27日）
（令和３年１月１日施行）

事業主に対し、小学校就学の
始期に達するまでの子を養育
する労働者が、育児に関する目
的で利用できる休暇制度 の措
置を設けること（努力義務）。
例）いわゆる配偶者出産休暇、入園式等
の行事参加を含めた育児にも使える多
目的休暇など）
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育児・介護の充実に係る論点

◆ 調査事項の充実
○「育児目的休暇」をどこに分類するか？
（「育児目的休暇」が事業主に対する努力義務であることから、「その他」でよい
のではないか？）

○「その他」から独立させる必要のある制度はないか？
（「フレックスタイム・時差出勤」など）

●平成31年就労条件総合調査（厚生労働省）によると、フレックスタイム制を
・採用している企業は5.0％（企業規模1000人以上で26.6％、300～999人で12.5％等）
・適用を受けている労働者は8.2％（企業規模1000人以上で15.4％、300～999人で7.3％等）

●第６回全国家庭動向調査（2018年７月１日）（国立社会保障・人口問題研究所）によると、
※有効票数は、有配偶女性で6,142枚、離死別女性で1,517枚
・有配偶で「介護休業・介護休暇」を利用した女性は4.5％、「勤務時間の短縮」を利用した女性は33.3％、
「フレックスタイム制」を利用した女性は8.9％、「在宅勤務」を利用した女性は6.6％

・離死別で「介護休業・介護休暇」を利用した女性は20％、「勤務時間の短縮」を利用した女性は27.3％、
「フレックスタイム制」を利用した女性は10.5％、「在宅勤務」を利用した女性は0％
注：割合は該当者に占める割合

◆ 統計表の充実
○前回調査ではクロスしていない事項を集計する余地はないか？ 8



ユーザーからの要望・提案

①要望・提案名 ②具体的な要望・提案の内容とその理由

人口・世帯、家計、労
働、文化にかんするす
べての統計で調査対象
者の国籍も調査してく
ださい

最低でも、人口動態調査、国民生活基礎調査、就業構造基本調査の項目に国籍を入れてください。定住外国人の
貧困問題が深刻になっていますが、社会経済状況に関する統計がないため、有効な対策が立てられるどころが、
現状が把握されていません。

定住外国人の社会・経
済状況の統計

定住外国人のなかには不安定就労層が多く、生活困窮者も多いと考えられるが、全国レベルで状況を把握する統
計がありません。
（注）特に「人口動態調査」、「国民生活基礎調査」、「就業構造基本調査」について国籍別データ公表の要望
である旨、御提案者に確認
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内閣官房において、統計等データの提供等に関するユーザーからの要望・提案を定期的かつ府省横断的に
把握している。このスキームにおいて、平成30年9月５日から10月５日までの募集において、以下の通り、就
業構造基本調査において、国籍の把握が要望されている。



○調査票スペースに限りがあり、相応な報告者負担が考えられる中で、
国籍に関する調査事項を追加する必要性はあるか？

10

特定非営利活動法人移住者と連帯する全国ネットワークからの要請（平成30年11月13日）抄

１ 移住女性に関する調査・統計
人口・世帯、家計、 労働、文化にかんするすべての統計で調査対象者の国籍も調査してください。

最低でも、 （～ 中略 ～）就業構造基本調査の項目に国籍を入れてください。定住外国人の貧困問題
が深刻になっていますが、社会経済状況に関する統計がないため、有効な対策が立てられるどころか、
現状が把握されていません。

移住連からの要請



行政機関、地方公共団体からの調査事項に係る要望①
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調査事項の要望 要望の背景 対応の方向性

フリーランスの把握（総数（本業・副業の別）
とフリーランスを選んだ理由の把握）

フリーランスなど雇用によらない働き方の
保護の在り方について、「全世代型社会保
障検討会議」及び「未来投資会議」におい
て、その適正な拡大に向けた施策の検討が
行われており、その実態の把握が必要

・フリーランスなど雇用によらない働き方な
ど働き方の多様化を適切に把握すること
・内閣官房の調査と同定義で行うことによ
り実査可能性があること
から調査事項として追加してはどうか。

教育の大学院を課程毎に「修士」「博士」
「専門職」に細分化
※「修士」：修士課程、博士前期課程を含む。

「博士」：５年一貫博士課程、博士後期課程、医歯
薬獣医学の４年制博士課程を含む。

「専門職」：法科大学院、教職大学院を含む専門
職大学院の課程を指す

「研究力強化・若手研究者支援総合パッ
ケージ」（令和２年１月総合科学技術・イノ
ベーション会議）において、博士人材のキャ
リアパス拡大が掲げられている中、学位の
区別による賃金等教育効果の差を測る必
要がある。

行政利用としての学位課程の区分と記入
者が認識している区分に違いがあると考え
られることから、博士課程の前期と専門職
学位課程を含む定義で「修士課程」を正確
に把握できるか。
※前回調査時は「困難」と整理

副業の従業上の地位の細分化
（「有給役員」「正社員・正職員」「臨時雇用
者」「個人事業主」「家族従業者」）

都道府県産業連関表の推計において、本業
の従業上の地位と合わせることにより、よ
り詳細な推計が可能となる

副業に係る内容の充実という観点から、本
業の従業上の地位と合わせてはどうか。



行政機関、地方公共団体からの調査事項に係る要望②
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調査事項の要望 要望の背景 対応の方向性

テレワークの実施状況・実施環境の把握 新型コロナウィルス対策としてテレワーク
が注目されている中、今後の働き方改革、
感染症予防対策等に係る基礎資料を得る
ことができる。

「通信利用動向調査」（総務省）で把握して
いることに加え、報告者負担、調査票ス
ペースの制約等を勘案して、追加すること
は適当か。

働き方改革の推進に伴い、多種多様な働き
方等が選択されてきていることから、その
変化が把握できるよう、「テレワーク」、
「ワーケーション」や「本社二分化」等に関
する項目を追加していただきたい。

働き方改革等を背景とした雇用環境や構
造変化を分析するため

○「ワーケーション」＊は勤務地以外の勤務
としてテレワークと一体的に検討するもの。
＊ワーケーションとは、「ワーク」と「バケーション」を合わせた造語。
観光地といった通常の職場以外でテレワーク等で働きながら休暇も
楽しむもの

○「本社二分化」は企業・事業所を対象とし
た統計調査での把握がより適切

退職後の再任用の把握 退職年齢の引き上げや再任用が、事業所に
与える影響を分析するため。

本調査において事業所に関する調査項目
は極めて少なく（Ａ２、Ａ４、Ｃ６）、企業・事業
所を対象とした統計調査での把握がより適
切

新型コロナウイルス感染症流行による影響
の把握

ｰ 調査票スペースに限りがあることに加え、
前職の離職時期や離職理由とその他項目
との集計が可能（調査票情報等の二次利用
制度も活用）



フリーランスについて
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○実施方法：インターネット調査

○フリーランスの定義：①自身で事業を営んでいる（個人経営又は法人化）
②従業員を雇用していない
③実店舗を持たない（商品・サービス・飲食等を提供するための実在の店を指し、店舗を借りている

場合も含む。「インターネット上の店舗」や「オープンスペースを共有するコワーキングスペース」は、実
店舗には含まない）

④農林漁業従事者ではない

○調査結果（試算）：フリーランスは462万人（本業214万人、副業248万人）

フリーランス実態調査（関係省庁が連携して実施）

・本業・副業共に推定量が一定程度あること
・既に関係省庁で実施することで、実査可能性が担保されていること
から、全世代型社会保障検討会議における議論も踏まえつつ、対応する方向で検討すればどうか？



（参考）フリーランス実態調査の概要

１．調査目的：国内のフリーランスの実態把握

２．調査手法：Webモニターを用いたインターネット調査により実施。

３．調査対象：15歳以上75歳未満の調査回答者

４．調査時期：2020年2月10日～3月6日（※）
（※）小学校等に対し臨時休校が要請された2月27日より前に回答した者が76％、2月
27日以降に回答した者が24％。

５．回答状況：スクリーニングした就労者等の回答数：144,342サンプル
うちフリーランス：9,392サンプル
うち本調査に最後まで回答したフリーランス：7,478サンプル
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事務局の考える調査事項の拡充
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政
府
の
取
組

就
調
の
対
応

「働き過ぎ」を防ぎながら、「ワーク・
ライフ・バランス」と「多様で柔軟な働
き方」の実現を目的

労働時間法制の見直し
（働き方改革の１つ）

就業時間に係る新たな分析ニーズが生じるので
は・・・

○集計区分を見直す必要はあるか？

副業に係るより詳細な分析ニーズが生じるので
は・・・

○副業に係る調査事項を増やす必要
はないか？

例えば、「副業の仕事の内容」、「副業の就業時
間」（A14の下）、「副業希望の仕事（職種）の種
類」（A１１の２の下）

労働時間の管理方法のルール
整備を通じた兼業・副業の促進
など複線的な働き方や、育児や
介護など一人一人の事情に応
じた、多様で柔軟な働き方を労
働者が自由に選択できるよう
な環境を整備

経済財政運営と改革の
基本方針2020

（令和２年７月17日）

ウィズ・コロナ、ポスト・コロナの
時代の働き方としても、兼業・
副業、フリーランスなどの多様
な働き方への期待が高い

成長戦略実行計画
（令和２年７月17日）
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（参考）週間就業時間の分布

従業上の地位・雇用形態、週間就業時間別有業者（２０１７年）

出典：就業構造基本調査（総務省）

（人）

0_総数 1_自営業主 2_家族従業者 3_雇用者
31_会社などの役
員

32_会社などの役員を除く雇用者

週間就業時間  
321_正規の職
員・従業員

322_非正規の職
員・従業員

0_総数 66,213,000 5,617,100 1,221,400 59,208,100 3,368,700 55,839,400 34,513,700 21,325,700

1101_15時間未満 3,714,000 338,500 64,700 3,308,200 128,600 3,179,600 985,200 2,194,300

1102_15～19時間 2,515,800 130,500 33,500 2,350,500 58,500 2,292,000 210,400 2,081,700

1103_20～21時間 1,972,300 124,700 33,300 1,813,700 56,400 1,757,300 135,500 1,621,800

1104_22～29時間 3,572,200 247,400 66,500 3,256,000 95,100 3,160,800 318,700 2,842,200

1105_30～34時間 3,070,200 313,200 100,300 2,654,800 148,800 2,506,000 711,500 1,794,500

1106_35～42時間 17,293,100 761,700 153,300 16,373,800 936,000 15,437,900 10,672,000 4,765,800

1107_43～45時間 7,288,700 343,400 60,800 6,880,700 347,700 6,533,000 5,533,200 999,700

1108_46～48時間 6,328,100 527,100 94,500 5,702,600 421,400 5,281,200 4,554,800 726,400

1109_49～59時間 8,613,600 715,100 132,000 7,763,900 455,800 7,308,100 6,526,500 781,600

1110_60～64時間 2,930,100 357,500 60,200 2,511,400 188,200 2,323,200 2,107,400 215,800

1111_65～74時間 1,550,400 218,800 41,700 1,289,700 102,000 1,187,600 1,077,600 110,100

1112_75時間以上 1,142,600 204,200 34,300 903,800 107,000 796,800 709,000 87,800



事務局の考える調査事項の見直し
～就業開始時期、前職の離職時期、初職に就いた時期等～

高齢者などではA7、C１、D２で月までの回答は得られないケースが多い

前回調査時における都道府県等からの意見

報告者の負担軽減を図るため、集計に用いるために必要な最低限の項目に限定すればどうか？
（ex,開始年により開始月の回答を求める場合を限定）

集計への影響度合を検証して、どの範囲までの回答を求めるかを検討
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事務局の考える削除が可能な調査事項①

報告者負担の軽減、調査票スペースの制限などから、ユーザー
ニーズの低い調査事項の必要性を精査

基本的な考え方

ユーザーニーズは統計表（e-Statに掲載）のダウンロード数で測る

削除候補調査事項について、集中的に必要性を精査

削除する調査事項を決定

行政施策における必要性
○ 各府省・地方公共団体におけ
る利活用状況、削除に伴う影響を
意見照会

次ページＡ参照

次ページＢ参照

P23参照
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事務局の考える削除が可能な調査事項②

Ａ 統計表のダウンロード数

平成29年就業構造基本調査の統計表の年間アクセス数
（平成30年７月～令和元年６月）
統計表数：６２３表
ー最大値 ：5,706アクセス（１５．７アクセス／日）
ー上位１／４： 212アクセス（ 0．6アクセス／日）
ー中央値 ： １１０アクセス（ 0．3アクセス／日）
ー下位１／４： ６７アクセス（ 0．2アクセス／日）
ー最小値 ： 36アクセス（ 0．1アクセス／日）

■１平日１アクセス程度
■上位１／４強
を基準とし、250アクセスを閾値とする

Ｂ 削除候補調査事項

１ 統計表へのアクセス件数の低い調査事項
①居住地に関する事項【調査票の５（１）～（３）】
②有業者の雇用契約の更新の有無・回数

【調査票のA１の４】
③無業者の求職期間【調査票のB7】
④前職の雇用契約期間の定めの有無・１回当たり
の雇用契約期間【調査票のC5】

⑤職業訓練・自己啓発に関する事項
【調査票のE及びEの2】

２ 他の調査事項のみを活用することにより、類似
の集計が可能な調査事項
●有業者及び無業者の１年前の就業状態に関する
事項【調査票のA15及びB10】

※平成29年調査においては、１年前の就業状態に関する事項に加え、就業開
始時期（A7）、前職の有無（A16）、前職の離職時期（C1）の３事項を活用し、「過
去１年以内の就業異動」に関する集計を行っていた。しかしながら、当該調査
事項を削除し、他の３事項及び前職の有無（B11）を活用することにより、類似
の集計が可能となる。
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「有業者及び無業者の１年前の就業状態に関する事項」
は、「１年以内の就業異動」を集計するためにのみ活用

有業者及び無業者の１年前の就業状態に関する事項の集計への活用①

現行（平成２９年調査）

15歳以上
の者

有業者

無業者

継続就業者：１年前も現在と同じ勤め先

で就業していた者

転職者：１年前の勤め先と現在の勤め

先が異なる者

新規就業者：１年前には仕事をしてい

なかったが、この１年間

に現在の仕事に就いた者

離職者：１年前には仕事をしていたが、

その仕事を辞めて、現在は仕

事をしていない者

継続非就業者：１年前も現在も仕事を

していない者

１年以内の就業異動の区分

具
体
的
に
は

2019年の転職者数は351万人（労働力調査）で過去最多となるなど、2011年以降、転職者数は増加傾向が続いており、転職や離職などの

就業異動の状況をより精緻に把握する必要性が高まっていると考えられる中、現行では、調査日の１年前と調査日現在の２時点の就業状
態を基本に区分を判定していたため、その間の詳細な就業異動の状況は反映されていない。
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「有業者及び無業者の１年前の就業状態に関する事項」
を活用せず（削除し）、「１年間の就業異動」を集計する

改正案

15歳以上
の者

有業者

無業者

継続就業者：この１年間継続して現在の
勤め先で就業している者

転職者：この１年間に前職を辞めて、
現在の仕事に就いた者

新規就業者：１年前には仕事をしてい
なかったが、この１年間
に現在の仕事に就き、そ
の仕事を継続している者

離職者：この１年間に仕事を辞めて、
現在は仕事をしていない者

継続非就業者：この１年間継続して仕
事をしていない者

１年間の就業異動の区分

具
体
的
に
は

有業者及び無業者の１年前の就業状態に関する事項の集計への活用②

注：定義は試案
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（補足）

４については、１年前は無業者、調査日現在は有業者であるため、現行方式では「新規就業者」と区分され
るが、改正案方式では過去１年以内の就業異動の状況が反映され、「転職者」と区分される。

同様に、７については、１年前は無業者、調査日現在も無業者であるため、現行方式では「継続非就業者」
と区分されるが、改正案方式では過去１年以内の就業異動の状況が反映され、「離職者」と区分される。

有業者及び無業者の１年前の就業状態に関する事項の集計への活用③

（現行方式と改定案方式の違い）

H28.10 H28.11～H29.9 H29.10
現行方式
（A15/B10使用）

改定案方式
（A15/B10削除）

1 現職 現職 継続就業者 継続就業者

2 前職 現職 転職者 転職者

3 無業 現職 新規就業者 新規就業者

4 無業 前職 現職 新規就業者 転職者

5 前職 無業 離職者 離職者

6 無業 無業 継続非就業者 継続非就業者

7 無業 前職 無業 継続非就業者 離職者
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削除候補調査事項に対する支障の有無

削除候補調査事項 削除の支障（利活用状況） 対応の方向性

①居住地に関する事項
【調査票の５（１）～（３）】

有：人々の転居の実態の精密な
把握東京一極集中やUIター
ン等の要因分析

一定の利活用があることから削除しな
い

②有業者の雇用契約の更新の有無・回
数
【調査票のA１の４】

有：新規事業構築等に活用 一定の利活用があることから削除しな
い

③無業者の求職期間
【調査票のB7】

有：新規事業構築等に活用
若年無業女性への支援施策

一定の利活用があることから削除しな
い

④前職の雇用契約期間の定めの有無・
１回当たりの雇用契約期間
【調査票のC5】

無 支障が無いことから削除

⑤職業訓練・自己啓発に関する事項
【調査票のE及びEの2】

有：職業能力開発計画の指標 一定の利活用があることから削除しな
い

１年前の就業状態に関する事項
【調査票のA15及びB10】

無 支障が無いことから削除

23※各府省及び地方公共団体に対し、削除に伴う支障の有無を把握した結果



（参考）削除候補の調査事項に関し設定当時の追加等の理由

削除候補調査事項 導入時期 当時の追加等理由

居住地に関する事項 平成14年 仕事に就くためや転勤等に伴う転居の状況、つまり人
口移動による雇用の需給調整の実態を詳細に把握す
るため

有業者の雇用契約期間の定めの
有無・１回あたりの雇用契約期間

平成24年 有期雇用契約の実態把握について、第Ⅱ期公的統計
基本計画において改善するよう指摘されたことへの対
応

無業者の求職期間 昭和54年 求職期間の長さと就業の緊要度の関係を明らかにす
るため

前職の雇用契約期間の定めの有
無・１回あたりの雇用契約期間

平成29年 転職就業者の増加を背景として、関係府省から今後
の雇用政策を進める上で雇用形態間の異動について
の実態把握は重要という要望があったこと

職業訓練・自己啓発に関する事項 平成19年 仕事を教育・訓練の関係が多様化している実態に鑑
み、これを把握し分析に資するため
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